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1. はじめに 
近年，地震時の建築物の損傷を最小限に抑えることを

目的に高層建築物への免震構造の導入が増加している 1)。

高層の免震建築物は固有周期が長く，大きな風力が作用

した場合，免震層の変形が弾性限を超えるといった問題

が懸念される 2)。そこで，免震層にアクティブ制御を併用

した，超高層アクティブ免震建築物が検討されている 3)。 
耐風設計では複数波のアンサンブル平均を用いて応答

を評価する必要があるため 4)，時刻歴応答解析に基づく設

計は莫大な時間を要し，設計の見通しを立てづらい 5)。 
この解決策として，陳らによって超高層アクティブ免

震建築物が風方向風力および風直交方向風力を受ける場

合のそれぞれについて，時刻歴応答解析を用いずに最大

応答および最大制御力を予測する手法が提案された 5, 6)。 
しかし，風直交方向風力を受ける場合について，棋王研

究 6)ではあらゆる評価対象に対しても予測式を適用可能

か，また適用範囲の考察を行っていない。そこで，本論文

では風直交方向風力を受ける場合について，最大制御力

の予測式の適用範囲に向けた検証および考察を行う。 
2. モデルの構築と最大制御力の予測式 
2.1. 力学モデルと制御系の構築 
外乱を受ける超高層アクティブ免震建築物の振動方程

式は式(1)，状態方程式は式(2)で表される。 
𝐌𝐌𝐱̈𝐱(𝑡𝑡) + 𝐂𝐂𝐱̇𝐱(𝑡𝑡) + 𝐊𝐊𝐊𝐊(𝑡𝑡) = 𝐄𝐄𝐝𝐝𝐝𝐝(𝑡𝑡) − 𝐄𝐄u𝑢𝑢(𝑡𝑡) (1) 
𝐳̇𝐳(𝑡𝑡) = 𝐀𝐀𝐀𝐀(𝑡𝑡) + 𝐁𝐁𝐝𝐝𝐝𝐝(𝑡𝑡) − 𝐁𝐁u𝑢𝑢(𝑡𝑡) (2) 

ここに，𝐱𝐱(𝑡𝑡)：応答変位ベクトル，𝐝𝐝(𝑡𝑡)：外乱ベクトル，
𝑢𝑢(𝑡𝑡)：制御力，𝐌𝐌：質量行列，𝐂𝐂：減衰行列，𝐊𝐊：剛性行列，
𝐄𝐄𝐝𝐝：𝐝𝐝(𝑡𝑡)の入力行列，𝐄𝐄u：𝑢𝑢(𝑡𝑡)の入力ベクトルである。ま
た，𝐳𝐳(𝑡𝑡)：状態ベクトル，𝐀𝐀：システム行列，𝐁𝐁𝐝𝐝：外乱入
力ゲイン，𝐁𝐁u：制御力入力ゲインであり，次式で定める。 

𝐳𝐳(𝑡𝑡) = [𝐱𝐱(𝑡𝑡)
𝐱̇𝐱(𝑡𝑡)] ,𝐀𝐀 = [ 𝐎𝐎 𝐈𝐈

−𝐌𝐌−1𝐊𝐊 −𝐌𝐌−1𝐂𝐂] (3a, b) 

𝐁𝐁𝐝𝐝 = [𝐎𝐎T (𝐌𝐌−1𝐄𝐄𝐝𝐝)T]T,𝐁𝐁u = [𝐎𝐎T (𝐌𝐌−1𝐄𝐄u)T]T (3c, d) 
ここに，𝐎𝐎：零行列，𝐈𝐈：単位行列であり，Tは転置である。 
本論文では以下の状態フィードバック制御を行う。 
𝑢𝑢(𝑡𝑡) = 𝐊𝐊P𝐳𝐳(𝑡𝑡) = [𝐊𝐊PD 𝐊𝐊PV][𝐱𝐱T(𝑡𝑡) 𝐱̇𝐱T(𝑡𝑡)]T (4) 

ここに，𝐊𝐊P：状態フィードバックゲイン，𝐊𝐊PD, 𝐊𝐊PV：順

に応答変位，応答速度のフィードバックゲインである。 
2.2. 等価モデルの構築と 1次モード近似 
風応答は 1 次モード応答が支配的であるため 4)，本論

文では等価モデルの 1 次固有モード（以降，単に 1 次モ
ードと呼ぶ）で多質点系の風応答を近似する。 
式(1)に式(4)を代入すると，次式で表される等価パッシ

ブモデルの振動方程式が導かれる。 
𝐌𝐌𝐱̈𝐱(𝑡𝑡) + 𝐂𝐂eq𝐱̇𝐱(𝑡𝑡) + 𝐊𝐊eq𝐱𝐱(𝑡𝑡) = 𝐄𝐄𝐝𝐝𝐝𝐝(𝑡𝑡) (5) 

ここに，𝐂𝐂eq：等価減衰行列，𝐊𝐊eq：等価剛性行列である。 
𝐂𝐂eq = 𝐂𝐂 + 𝐄𝐄u𝐊𝐊PV, 𝐊𝐊eq = 𝐊𝐊 + 𝐄𝐄u𝐊𝐊PD (6a, b) 
本論文では等価モデルを用いて実数固有値解析を行う

ことで 1次モードの固有値や固有ベクトルを算定する。 
𝐊𝐊eq𝚽𝚽 = 𝐌𝐌𝐌𝐌𝐌𝐌 (7) 

ここに，𝚽𝚽：固有モード行列，𝚲𝚲：固有値行列である。 
2.3. 最大制御力の予測式 
最大制御力𝑢𝑢maxの予測式は次式で提案された 6)。 

𝑢𝑢max ≈
1

|𝛟𝛟m1
T 𝐄𝐄u| 𝜎𝜎u,m1𝑔𝑔L (8) 

ここに，𝛟𝛟m1：1次固有ベクトル，𝜎𝜎u,m1：1次一般化制御
力の標準偏差，𝑔𝑔L：ピークファクターである。𝜎𝜎u,m1は次式

で算定される。 

𝜎𝜎u,m1 = √∫ |𝐻𝐻u,m1(𝑓𝑓)|2𝑆𝑆m1(𝑓𝑓)
∞

0
d𝑓𝑓 (9) 

ここに，𝑓𝑓：振動数，𝐻𝐻u,m1(𝑓𝑓)：1 次一般化風力から 1 次
一般化制御力への伝達関数，𝑆𝑆m1(𝑓𝑓)：1次一般化風力のパ
ワースペクトル密度である。𝐻𝐻u,m1(𝑓𝑓)は次式で算定する 6)。 
𝐻𝐻u,m1(𝑓𝑓) = 𝐾𝐾PD,m1𝐻𝐻D,m1(𝑓𝑓) + 𝐾𝐾PV,m1𝐻𝐻V,m1(𝑓𝑓) (10) 

ここに，𝐻𝐻D,m1(𝑓𝑓), 𝐻𝐻V,m1(𝑓𝑓)：順に 1 次一般化応答変位，
1 次一般化応答速度から 1 次一般化風力への伝達関数で
あり，次式で算定する。 

𝐻𝐻D,m1(𝑓𝑓) = 1

𝑘𝑘m1 {1 − ( 𝑓𝑓
𝑓𝑓m1

)
2

+ 2𝜁𝜁m1 (
𝑓𝑓
𝑓𝑓m1

)  i}
 

(11) 

𝐻𝐻V,m1(𝑓𝑓) = 2π𝑓𝑓i 𝐻𝐻D,m1(𝑓𝑓) (12) 
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また，式(10)中の𝐾𝐾PD,m1および𝐾𝐾PV,m1を次式で定める。 
𝐾𝐾PD,m1 = 𝛟𝛟m1

T 𝐄𝐄u𝐊𝐊PD𝛟𝛟m1 (13) 
𝐾𝐾PV,m1 = 𝛟𝛟m1

T 𝐄𝐄u𝐊𝐊PV𝛟𝛟m1 (14) 
次に，ピークファクター𝑔𝑔Lは建築物荷重指針・同解説 7)

より風直交方向振動のピークファクターを用いる。 
𝑔𝑔L = √2 ln(600𝑓𝑓m1) + 1.2 (15) 

3. 予測式の精度検証 
3.1. 建築物，風力の概要 
表 1 にモデルの諸元，図 1 に構造物のモデルを示す。

上部構造の構造種別は鉄骨造とし，免震層は天然ゴム系

積層ゴム支承と線形の粘性ダンパー，アクティブ制御を

行うアクチュエータで構成される。さらに，上部構造を 10
自由度，免震層を 1自由度とした 11自由度系のせん断モ
デルにモデル化する。なお，免震層を基礎部に設けるため，

免震層の風力を 0とする。 
次に，表 2 に風力の諸元を示す。本論文では，風洞実

験 8)から得た風直交方向風力の層風力データを用いる。ま

た，図 2 に風力のパワースペクトル密度（以降，PSD）
を示す。なお，30波のアンサンブル平均値で示す 9)。 
3.2. アクティブ制御の概要 
本論文では最適レギュレータ（Linear quadratic 

regulator（以降，LQR制御））を用いる 10)。LQR制御は
次式の評価関数を最小にするような状態フィードバック

ゲイン𝐊𝐊Pを設計する制御手法である 10)。 

𝐽𝐽 = ∫ [𝐳𝐳T(𝑡𝑡)𝐐𝐐𝐐𝐐(𝑡𝑡) + 𝑢𝑢T(𝑡𝑡)𝑅𝑅𝑅𝑅(𝑡𝑡)]
∞

0
d𝑡𝑡 (16) 

ここに，𝐐𝐐(≥ 0)：状態の重み，𝑅𝑅(> 0)：制御力の重みであ
る。LQR制御により𝐊𝐊Pは次式で算定される。 
𝐊𝐊P = 𝑅𝑅−1𝐁𝐁u

T𝐏𝐏 (17) 
ここで，𝐏𝐏：リカッチ代数方程式（式(18)）の解 10)である。 
𝐀𝐀T𝐏𝐏 + 𝐏𝐏𝐏𝐏 − 𝐏𝐏𝐁𝐁u𝑅𝑅−1𝐁𝐁u

T𝐏𝐏 + 𝐐𝐐 = 𝐎𝐎 (18) 
本論文では，式(16)中の𝐐𝐐および𝑅𝑅を次式で定める。 
𝐐𝐐 = 10𝛽𝛽𝐐̃𝐐𝑛𝑛 , 𝑅𝑅 = 1 (19a, b) 

ここに，𝑛𝑛：制御ケース，𝛽𝛽：重み指数，𝐐̃𝐐𝑛𝑛：評価対象を

表す行列であり，6ケースの評価対象を設定する。 
・Case 1：免震層変位制御  
𝐐̃𝐐1 = diag(1 0 ⋯ 0 ⋮ 0 0 ⋯ 0) (20) 

・Case 2：免震層変位制御＋免震層速度制御  
𝐐̃𝐐2 = diag(1 0 ⋯ 0 ⋮ 1 0 ⋯ 0) (21) 

・Case 3：免震層変位制御＋全層速度制御  
𝐐̃𝐐3 = diag(1 0 ⋯ 0 ⋮ 1 1 ⋯ 1) (22) 

・Case 4：全層変位制御  
𝐐̃𝐐4 = diag(1 1 ⋯ 1 ⋮ 0 0 ⋯ 0) (23) 

・Case 5：全層変位制御＋免震層速度制御  
𝐐̃𝐐5 = diag(1 1 ⋯ 1 ⋮ 1 0 ⋯ 0) (24) 

・Case 6：全層変位制御＋全層速度制御  
𝐐̃𝐐6 = diag(1 1 ⋯ 1 ⋮ 1 1 ⋯ 1) (25) 
 

3.3. 数値解析結果 
時刻歴応答解析結果（以降，解析値）は 30波のアンサ

ンブル平均値と標準偏差によるエラーバーを用いて示す。 
図 3 に制御力係数𝐶𝐶uの解析値と予測値の比較を示す。

なお，制御力係数とは最大制御力を建物重量で除すこと

で，層せん断力係数換算したものである。 

𝐶𝐶u = 𝑢𝑢max
∑ 𝑚𝑚𝑖𝑖𝑔𝑔𝑁𝑁
𝑖𝑖=0

 (26) 

ここに，𝑔𝑔：重力加速度（=9.8 m/s2），𝑁𝑁：上部構造の自由
度（本論文では 10）であり，𝑖𝑖 = 0は免震層を表す。 
図 3より，Case 1, 2, 3, 6の制御力係数の解析値と予測

値は概ね一致している。しかし，Case 4, 5は重み指数𝛽𝛽
が概ね 14より大きい場合は，予測値が解析値を大きく上
回っており，予測精度が悪いことが確認できる。 

 
表 1 モデルの諸元 

 

 パラメータ 数値 

上
部
構
造 

アスペクト比 5 
辺長比 1 
高さ 100 m 
幅 20 m 
奥行き 20 m 
自由度 10 
密度 200 kg/m3 
1次固有周期 2 s 
1次減衰定数 1.5 % 

免
震
層 

幅 20 m 
奥行き 20 m 
自由度 1 
単位面積質量 3,000 kg/m2 
免震周期 4 s 
免震減衰定数 20 % 図 1 構造物のモデル 

 
表 2 風力の諸元 

 

パラメータ 数値 
風力の方向 風直交方向 
サンプル数 30波 
地表面粗度区分 Ⅲ 
再現期間 500年 
設計風速 50.41 m/s 図 2 風力の PSD 

 

   
(a) Case 1 (b) Case 2 (c) Case 3 

   
(d) Case 4 (e) Case 5 (f) Case 6 
図 3 制御力係数の解析値と予測値の比較 
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4. 考察 
式(8)の最大制御力の予測式は以下の仮定を用いている。 

[1] 1次モード応答が卓越し，高次モード応答を無視可能 
[2] 比例減衰を仮定し，層間の位相差は 0 rad（式(7)） 
[3] 1 次モードの変位と速度の位相差は π/2 rad（式(12)） 
上記の 3項目の成立について考察する。 

4.1. 高次モード応答の影響の考察 
本節では，仮定[1]について頂部応答変位と頂部応答速

度のパワースペクトル密度を用いて考察する。 
図 4に頂部応答変位の，図 5に頂部応答速度の PSDを，

30波のアンサンブル平均値で示す。また，頂部風力のPSD
が最大値となる卓越振動数（約 0.235 Hz）を赤線で示す。
また，𝛽𝛽の値は図 3の𝛽𝛽:22における制御力係数の 1/3, 2/3, 
3/3倍の制御力係数が出力される𝛽𝛽を選んだ。 
図 4 より，どの重みでも振動数が小さいほど，応答の

PSDが大きい傾向があり，これは図 2より風力の特徴で
あると考えられる。なお，図 4(a)の𝛽𝛽:17.1, 22，図 4(b)の
𝛽𝛽:16.2, 22 において 0.5 Hz 周辺の PSD が大きい。これ
は，制御により免震層が固定され，上部構造の 1 次固有
振動数で振動していることを表している。なお，図 5 よ
り頂部応答速度でも同様の傾向を得た。 
以上より，仮定[1]は成立していると考えられる。 

4.2. 層間の位相差の考察 
本節では，仮定[2]について応答変位と応答速度の時刻

歴波形と 1次モードの位相差を用いて考察する。 
図 6に𝛽𝛽:22における応答変位の時刻歴波形を，図 7に

応答速度の時刻歴波形を示す。なお，振幅を統一するため

に各層の最大振幅が 1になるように基準化した。 
図 6(c)(f)より，Case 3, 6には層間の位相差がほぼ生じ

ていない。一方で，図 6(a)(b)より，Case 1, 2は特に免震
層に上部構造に対して約 1/4周期の位相差がある。また，
図 6(d)(e)より，Case 4, 5 は層間の位相差が比較的大き
い。なお，図 7より応答速度も同様の傾向を得た。 
次に，4.1節の考察より高次モードの影響は小さいと考

えられるため 1 次モードの位相差にのみ着目する。図 8
に 1次モードの頂部と免震層の位相差|Δ𝜃𝜃|（左縦軸）と 1
次減衰定数𝜁𝜁m1（右縦軸）を示す。ここで，位相差Δ𝜃𝜃は次
式で算定した。 
Δ𝜃𝜃 = 𝜃𝜃m1,𝑁𝑁 − 𝜃𝜃m1,0 (27) 

ここに，𝜃𝜃m1,𝑖𝑖：1次モードの位相の第𝑖𝑖層の値である。𝜃𝜃m1,𝑖𝑖

および𝜁𝜁m1の算定方法は付録 1を参照されたい。 
図 8より Case 1, 4, 5は𝛽𝛽が大きい領域で位相差が大き

くなっている。なお，Case 2, 3, 5, 6など速度を評価対象
にしている場合は，1次減衰定数が 1以上（過減衰）にな
ることで，1次モードの層間の位相差が 0 radになる。 
以上より，Case 1, 4, 5のような変位への重みづけが大

きい評価対象は𝛽𝛽が大きい範囲（過減衰の範囲を除く）で
仮定[2]が成立していないと考えられる。 

   
(a) Case 1 (b) Case 2 (c) Case 3 

   
(d) Case 4 (e) Case 5 (f) Case 6 
図 4 頂部応答変位のパワースペクトル密度 

 

   
(a) Case 1 (b) Case 2 (c) Case 3 

   
(d) Case 4 (e) Case 5 (f) Case 6 
図 5 頂部応答速度のパワースペクトル密度 

 
 

   
(a) Case 1 (b) Case 2 (c) Case 3 

   
(d) Case 4 (e) Case 5 (f) Case 6 
図 6 応答変位の時刻歴波形（𝛽𝛽:22） 

 
 

   
(a) Case 1 (b) Case 2 (c) Case 3 

   
(d) Case 4 (e) Case 5 (f) Case 6 
図 7 応答速度の時刻歴波形（𝛽𝛽:22） 
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4.3. 1次モードの変位と速度の位相差の考察 
本節では，仮定[3]について 1次モードの複素固有値の

偏角を用いて考察する。なお，偏角は 4 象限逆正接を用
いて算定した。 
図 9 に 1 次複素固有値𝜆𝜆m1の偏角を示す。偏角が 0.5π 

radのとき，変位に対して速度は 90°の位相差があること
を意味している。図 9(a)(d)より，Case 1, 4は 1次モード
の変位と速度に概ね π/2 rad の位相差がある。しかし，
Case 2, 3, 5, 6では𝛽𝛽の大きい範囲で 1次モードの変位と
速度に π rad の位相差があり，この範囲は過減衰の範囲
と一致する（図 8参照）。 
以上より，過減衰の範囲では仮定[3]が成立していない。 

5. まとめ 
本論文では，超高層アクティブ免震建築物が風直交方

向風力を受ける場合の最大制御力の予測式について，そ

の適用範囲の考察を行った。得られた知見を以下に示す。 
(1) 風応答は，風力の性質により，1次モード応答が卓越
しているため，高次モード応答の影響を無視できる。 

(2) 変位への重みづけが大きい評価対象は重み指数𝛽𝛽が
大きい範囲（ただし，過減衰の範囲を除く）で層間の

位相差を無視できない。 
(3) 速度への重みづけを行う評価対象は重み指数𝛽𝛽が大
きい範囲で 1 次モードが過減衰になることで，変位
と速度の位相差が π radになる。 
今後の課題として，上記の考察をもとに最大制御力の

予測式の適用範囲の判定式を提案する。 
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(a) Case 1 (b) Case 2 (c) Case 3 

   
(d) Case 4 (e) Case 5 (f) Case 6 
図 8 1次モードの位相差と 1次減衰定数 

 

   
(a) Case 1 (b) Case 2 (c) Case 3 

   
(d) Case 4 (e) Case 5 (f) Case 6 

図 9 1次複素固有値の偏角 
 

付録A. 複素固有値解析 
式(2)を変形して，状態方程式の等価モデルを構築する。 
𝐳̇𝐳(𝑡𝑡) = 𝐀𝐀eq𝐳𝐳(𝑡𝑡) + 𝐁𝐁𝐝𝐝𝐝𝐝(𝑡𝑡), 𝐀𝐀eq = 𝐀𝐀 − 𝐁𝐁u𝐊𝐊P (A-1, 2) 

ここに，𝐀𝐀eq：等価システム行列である。 
等価システム行列を用いて複素固有値解析を行う。 
𝐀𝐀eq𝚽𝚽c = 𝚽𝚽c𝚲𝚲c (A-3) 

ここに，𝚽𝚽c：複素固有行列，𝚲𝚲c：複素固有値行列であり， 
𝑠𝑠次減衰定数𝜁𝜁m𝑠𝑠，𝑠𝑠次固有円振動数𝜔𝜔m𝑠𝑠を次式で導く。 

𝜔𝜔m𝑠𝑠 = √𝜆𝜆c,m𝑠𝑠𝜆̅𝜆c,m𝑠𝑠 , 𝜁𝜁m𝑠𝑠 = −𝜆𝜆c,m𝑠𝑠 + 𝜆̅𝜆c,m𝑠𝑠
2𝜔𝜔m𝑠𝑠

 (A-4, 5) 

ここに，𝜆𝜆c,m𝑠𝑠：𝑠𝑠次複素固有値，𝜆̅𝜆c,m𝑠𝑠：𝜆𝜆c,m𝑠𝑠の共役複素数

である。これらは，複素固有値が次式の特性方程式を満た

す性質から導いた 11)。 
𝜆𝜆2 + 2𝜁𝜁m𝑠𝑠𝜔𝜔m𝑠𝑠𝜆𝜆 + 𝜔𝜔m𝑠𝑠

2 = 0 (A-6) 
次に，𝑠𝑠次モードの位相の第𝑖𝑖層の値𝜃𝜃m𝑠𝑠,𝑖𝑖は，𝑠𝑠次複素固

有ベクトルの第𝑖𝑖層の値𝜙𝜙c,m𝑠𝑠,𝑖𝑖の 4 象限逆正接を用いるこ
とで導く。 
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